




























こともあって、そこでは、法律行為に関連した規律内容が考えられていた。そこで、 「法律行為」の「章」の中の「意思表示」の「節」ではなく、 「人」の「章」で規律することになっても、その議論の到達点がそのままの内容で導入されたため、法律行為と関連させた規律内容となったものと思われる。もっとも、第３節「行為能力」に関する規定も、制限行為能力者の「法律行為」と関連させた規定となっていることもあり、意思能力に関しても、法律行為と絡めた規定内容で も、違和感は少ないと思われる。　
したがって、人の章の中で、それぞれの節において権利能力、意思能力、行為能力と並べて、それぞれの内容・













































































































































































































































これまで善管注意義務は、債務の種類、契約の趣旨、目的、行為者の属性等から導かれる当該行為を行うべき通常人が果たすべき合理的注意義務として用いられてきた。たとえば、その行為の専門家であるのか全 の素人であるのかといっ 属性によって の水準が変動する抽象的過失の認定基準として用い れてきた。　
今般の改正の最も重要なポイントの一つが、契約債務の不履行において「過失責任主義」を採らないということ

































































ら遅滞の責任を負う」とする受領遅滞の債権者の一般的遅滞の責任を認めていた部分が削除されたものとなった。また債権者 一般的受領義務を認める規定も設けられず、その代わりにいくつかの個別的効果の規定が設けられた。それは、受領遅滞の場合に履行の提供をした債務者の注意義務が自己の財産に対する と同一の注意へと軽減され（第四一三条第一項） 、受領遅滞によって履行の費用が増加したときは、その増加額を債権者が負担するということ（第四一三条第二項） 、さらに受領遅滞の場合に履行の提供時以降に当事者双方 帰責事由なしに履行不能となったときに、その履行不能が債権者 責め 帰すべき事由による のとみなされること（第四一三条の二第二項）である。　
この受領遅滞において審議会の意見では、受領義務なる一般的義務を債権総則に掲げるべきではないとする意見






あり、この意味で両当事者ともに自己の債務の実現を果たさなければならない。また、当事者双方は、主たる債務以外に様々な付随義務・保護義務 覆われており、両当事者は互いに協力し それらの義務を果たしながら誠実にそれぞれの債務内容の実現を図っていくことが、 権・債務関係 根幹を形成 いる こうした債権・債務内容の理解によ ば、債権者 権利の側面に過度 傾斜した日本の法制は、未だ債権・債務の本質的理解には至ってい
五二
ないと評価されても致し方がないのではないだろうか。債権者も債務者と同じく反対債務の債務者であるから、両当事者は等しくそ ぞれ権利・義務を負っているのであり、日本法では債権者の義務の側面に関する規律がきわめて不十分である。したがって、当事者双方特に債権者に少なくとも、一般的「協力義務」を認めるべきであったと考える。そこ 、債権者・債務者間には一般的協力義務の存するこ を解釈によって認め、債権・ 係の諸問題を解決していくうえでの一つの重要な要素として活かして くべきものと考える。この場合 者・債務者間の一般的協力義務から、一定 契約類型においては受領義務を導くことができ、付随的義 違反の一つとして処理が可能となると考える。　
こうした一般的協力義務も、何も「受領遅滞」の局面に限定されるものではないので、より本質的にはやはり、
債権編第１章「総則」第２節「債権の効力」 ところに、債権者・債務者間の一般的協力義務 して置くべきもと考える。（２） 第四一三条の二第二項　
第四一三条の二第二項に設けられた新たな規定は 売買契約における特定物の引渡時危険移転説の採用（第五六






















正という趣旨に則して、そのまま ておくべき根幹的部分はそのまま残すことが基本であって、これによりこれまでの判例・実務の蓄積との断絶を招くことな 今後も継続した運用を可能としたいし、また入れるべきだとの事務当局 断によるも であろう。　
不履行の統一要件が、損害賠償から独立した規定として設けられていないこと あり、このようなそ 手がかり









う意見が有力であり、これでほぼ議論の一致を見ていた。ところが、 「契約の趣旨に照らして」から「契約その他の債務の発生原因及び取引上の社会通念に照らして」に置き換えられた。事務当局による説明では、これは決して「契約の趣旨に照らして」に関する審議会 議論の内容を変更するものではないとされるが、そこには、どちらかというと当事者 主観的要素の強い概念から、より客観的規範的判断要素の強い概念を用いることにより、従来の判例・実務 継続性をより確実なものにしたいとの事務当局の意図があるのではないかと推察する。　
事務当局によって創設された「契約その他の債務の発生原因及び取引上の社会通念」なる表現は、比較法的に見
















めに帰することができない事由によるものであるのかどうか、ここに挙げられた要素により総合判断される。 「契約の趣旨」だともちろん規範的評価もなされるが、やはりそれは両当事者の主観的要素が出発点としてその根本にある概念であるのに対して、事務当局によって創設された表現は、より客観的規範的評価の要素が強いものであり、これはこれま の判例・実務の流れに沿った評価概念だといえるように思われる。（３） 責めに帰すべき事由　
第四一五条に基づく損害賠償責任は、 「その債務の不履行が契約その他の債務の発生原因及び取引上の社会通念
に照らして債務者の責めに帰することができない事由 よるものであるときは、 」これを免れることができる。従来と同様に責めに帰すべき事由（帰責事由） いうタームが用いられてはい 「契約その他の債務の発生原因…」という修飾語句が付されてい 。これにより売買における目 物の引渡債務のような結果債務では、債務者に過失がなかったとしても、不可抗力等の免責事由がなければ、損害賠償責任を免れるこ ができないという構成が明確に採用された。　
この意味では、統一法秩序における免責の構成と結論的には一致するといえよう。統一法秩序における損害賠償


















失」認定の判断 求めら ることがほとんどである。また、統一法秩序の主観的要件、すなわち予見の期待不可能性と結果回避 期待不可能性は「過失」の判断基準に相当するものである。　
ここに新たに採用された表現、 「契約その他の債務の発生原因及び取引上の社会通念に照らして」 、債務者の帰責





















































































































































隷・家畜 特定物売買が主たるものであったローマ法を引き継いでい 時代背景がある ではないか。それらの売買では少々の瑕疵があるのは一般的であり、契約の目的を達成するこ ができないような重大な瑕疵がある場合に限って、このような厳しい解除要件として無催告での解除を適当とした。しかし 現代社会 は特定物を対象とする場合より種類債務が一般的となっ おり、また科学技術 進展により、今日そして将来的にも不適合の場合の追完は一層容易なものへと発展して こう。そのような時代を想定すると、催告解除を原則とすることで、不適合の
六四
































として、 「債権の効力」の箇所で、債権者に「本来的履行請求権」が認められるという本質的な規定を明記すべきであるが、第四一二条の二第一項において、履行不能の場合に履行請求 ないとする旨の「裏」か の規律があるにすぎない点を指摘した。　
本来であれば、債権総則に「本来的履行請求権」が債権の最も基本的な効力と 認められ、そこから、債務の
































約の下ではあるが、売主に３種類の追完方法の選択権が与えられている。 「不相当な負担」に関する解釈においては、まず第一に、契約内容への不適合による不利益を被ったのは買主であるということ、そのこともあって、第一次的追完方法の指定権が買主に与えられていること、そして当該不適合の場合にいかなる追完方法が適したものであるのかをよく知り得るのは売 であること等 配慮することが必要であろう。（３） 買主の責めに帰すべき事由による不適合　
既述したように、本来であれば、債権総則で、 「不履行」の規定を設けるなどして、不履行が債権者の責めに帰





























該当する規律がな ので、結局売買のところの追完請求権（第五六二条） 法意または類推適用 よって同様 規律を導くという趣旨であろう。　
これまで債権総則の不履行の箇所に、債権者 責めに帰すべき事由による不履行の場合に、債権者が履行請求権、




































































































































































































































































































































































































































































石崎泰雄 「錯誤・原始的不能・損害賠償・代償請求権 契約の解除・危険負担│法制審議会の議論から要綱仮案・要綱へ│」 法
学会雑誌五六巻一号 （二〇一五年七月） 二七六頁の表を参照。
（
37）　
最判昭和四三年二月二三日民集二二巻二号二八一頁。なお、この原審（福岡高判昭和四〇年九月二〇日金商九八号一二
頁）で、催告に相当するものが認定されている。
（
38）　
付随的債務の違反の解除要件を充たすとして、催告解除が認められたものとして他に、最判昭和四二年四月六日民集二
一巻三号五三三頁、最判昭和四七年一一月二八日集民一〇 号二六 頁、最判平成一一年一一月三〇日判時一七〇一号六一頁がある。
（
39）　
審議会「第九四回
　
議事録」 （平成二六年七月一五日） （中井康之委員）四五、四六頁。
（
40）　
審議会「第九四回
　
議事録」 （内田委員）四八頁。
（
41）　
U
P
:7.1.1,E
P
:8:101(3),C
ISG
:80,C
E
SL
:106(5),D
C
F
R
: III.-3:101(3).
（
42）　
審議会「第九七回
　
議事録」 （平成二六年一二月一六日） （山本敬三幹事）四〇頁が、これを指摘する。
（
43）　
D
C
F
R
: IV.A
.-2:302.
七三
民法改正法案の構成とその問題点

（都法五十六
-
二）
（
44）　
U
P
:7.1.2,E
P
:8:101(3),C
E
SL
:106(5),131(3),C
ISG
:80,D
C
F
R
: III.-3:101.
（
45）　
審議会「第九七回
　
議事録」 （山本（敬）幹事）四〇頁。
（
46）　
審議会「第九七回
　
議事録」 （金洪周関係官）四〇頁。
